
北海道告示第10610号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和７年４月１日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その２）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 救急勤務医・産科医等 ３分の１以内 提出部数 １部

確保支援事業 提出期限 別に指示

過酷な勤務状態にある （寄附金その する日

医師の処遇改善や、産科 他の収入金が 提 出 先 保健福祉部

医等の確保及び将来の産 あるときは、 地域医療推

科医療等を担う医師の育 補助金等の額 進局地域医

成を図るため、医療機関 の算定に当た 療課

等が医師等に支給する救 り、当該寄附

急勤務医手当や分娩手当 金その他収入

研修医手当、新生児医療 金の控除等を

担当医手当に対して、予 行う。）

算の範囲内で交付する。

(1) 救急勤務医手当支 北海道医療計画 休日・夜間に救急対応を行う医師に 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

援事業 等に基づき、地方 支払われる救急勤務医手当のうち、次 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

公共団体又は地方 に掲げるもの 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

公共団体の長の要 １ 平成21年４月以降に既存の宿日直 保福第１の20号様式 保福第305号様式

請を受けた医療機 手当等を廃止して、新たに救急勤務医 保福第１の32号様式 保福第307号様式

関の開設者が整 手当制度を創設した場合は、既存の手 （申請者が道及び市 保福第308号様式

備、運営する第二 当の単価を超える部分 町村である場合を除 別に指示する様式

次救急医療機関 ２ 既存の救急勤務医手当（平成20年 く。）

（北海道医療計画 度以前に創設され支給されていたも 保福第304号様式

第10章別表10に掲 の）については、平成21年４月以降に 保福第305号様式

載されている病院 増額した場合にのみ、その増額部分 保福第306号様式



群輪番制参加病院 別に指示する様式

・診療所及びその

他の救急病院・救

急診療所、並びに

精神科救急医療体

制整備事業指定医

療機関のうち輪番

病院）

総合周産期母子医

療センター又は地

域周産期母子医療

センターで知事が

適当と認める者

(2) 産科医等確保支援 北海道（北海道病 保福第１の２号様式

事業 院事業会計） 保福第１の16号様式

市町村 保福第１の18号様式

日本赤十字社 保福第１の20号様式

社会福祉法人恩賜 保福第１の32号様式

財団済生会 （申請者が道及び市

北海道厚生農業協 町村である場合を除

同組合連合会 く。）

社会福祉法人北海 保福第283号様式

道社会事業協会 保福第284号様式

独立行政法人地域 別に指示する様式

医療機能推進機構

医療法人

学校法人

社会福祉法人

医療生協

その他知事が認め

る者

ア 分娩手当支援事 分娩を取り扱う産科・産婦人科医及 保福第１の２号様式

業 び助産師に対して、処遇改善を目的と 保福第１の30号様式

して分娩取扱件数に応じて支給される 保福第１の31号様式



手当 保福第284号様式

保福第285号様式

保福第287号様式

別に指示する様式

イ 研修医手当支援 臨床研修修了後、指導医の下、研修 保福第１の２号様式

事業 カリキュラムに基づき産科・産婦人科 保福第１の30号様式

の研修を受けている者に対して、処遇 保福第１の31号様式

改善を目的として支給される手当 保福第284号様式

保福第285号様式

保福第288号様式

別に指示する様式

ウ 新生児医療担当 ＮＩＣＵにおいて新生児を担当する 保福第１の２号様式

医手当支援事業 医師の処遇改善を目的として支給され 保福第１の30号様式

るＮＩＣＵに入院する新生児に応じて 保福第１の31号様式

支給される手当 保福第284号様式

保福第285号様式

保福第286号様式

別に指示する様式

２ 権利擁護人材育成事業 市町村 当該事業の実施に必要な経費（賃金、10分の10以内 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出部数 １部 書類は、

認知症高齢者等の状態 報償費、共済費、旅費、需用費、役務 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す 総合振興局

の変化を見守りながら、 費、委託料、負担金、使用料及び賃借 (寄附金その 保福第１の20号様式 保福第411号様式 る日 又は振興局

介護保険サービスの利用 料） 他の収入金が 保福第410号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部 の保健環境

援助や日常生活上の金銭 あるときは、 別に指示する様式 福祉局高齢 部社会福祉

管理など、成年後見制度 補助金等の額 者保健福祉 課を経由す

の利用に至る前の支援か の算定に当た 課 ること。

ら成年後見制度の利用に り、当該寄附

至るまでの支援が切れ目 金その他収入

なく、一体的に確保され 金の控除等を

るよう、認知症高齢者等 行う。)

の権利擁護に携わる人材

（以下、「権利擁護人材」

という。）の育成を総合

的に推進することを目的



とし、予算の範囲内で補

助する。

(1)権利擁護人材養成研

修事業

(2)権利擁護人材支援体

制構築事業

(3)権利擁護人材フォロ

ーアップ研修事業


